Participatory Development and Three Types of Economic Systems by 細野, 昭雄
Kobe University Repository : Kernel
タイトル
Tit le
参加型開発の経済的側面 : 3つのタイプの経済システム
と「参加型開発」(Part icipatory Development and
Three Types of Economic Systems)
著者
Author(s) 細野, 昭雄
掲載誌・巻号・ページ
Citat ion 国際協力論集,4(2):1-17
刊行日
Issue date 1996-12
資源タイプ
Resource Type Departmental Bullet in Paper / 紀要論文
版区分
Resource Version publisher
権利
Rights
DOI
URL http://www.lib.kobe-u.ac.jp/handle_kernel/00181230
Create Date: 2017-12-19
参加型開発の経済的側面
-3つのタイプの経済シ
ステムと「参加型開発」
細野昭雄*
*神戸大学大学院国際協力研究科兼任講師
筑波大学社会工学系教授
Journal of International Cooperation Studies Vol. 4， No.2 
1 
はじめに
ポスト冷戦期への移行後，民主主義と市場
経済の確立は，今や国際的に共通の目標となっ
たと言っても過言ではない。 しかし， I民主
主義」および「市場経済」の意味するところ
については，必ずしも十分なコンセンサスが
成立しているということは出来ない。すなわ
ち，国際的に共通な，または標準的なモデル
を多くの国々に画一的に適用することは出来
なし、。このことについては，すでに多くの研
究が行なわれている。
このことと関連して重要なのは，市場経済
と政府の関係である。筆者は最近，アジアと
中南米の発展を比較する観点から， このこと
を論じた。本稿は，必ずしも市場経済を前提
とせず，市場経済への移行の過渡期にある途
上国の経済や，社会主義経済から市場経済へ
のいわゆる「移行国」を念頭に 3つのタイ
プの経済システムを区別し，それらシステム
のもとでの「参加型開発」と「良い統治」
(good governance)の関係について検討す
ることを試みたものである。
まず，第一節では「政府と市場」の関係お
よび経済システムの 3つのタイプについて論
じた。特にその中で経済システムと参加の問
題を検討した。
第二節では，上に述べた諸点を念頭に参加
のための機能的アプローチについて検討し，
効率，成長，分配の改善とともに，どのよう
に「参加」が可能かについて論じた。
第三節では，より具体的に「参加」のため
の諸改革を検討し，特に民営化，教育改革，
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中小企業政策，社会投資基金による協調経済
システム支援の4点を中心に，実際に中南米
諸国で行われている実例などに言及しつつ検
討を行った。 1
1. r政府と市場」および経済システムの 3
つのタイプの関連
1. 1 3つのタイプの相違と関連
政治と経済は密接に関係しているが，基本
的に経済システムとは，限られた資源 (re-
source)を用いて，財の生産と分配を行うシ
ステムである。経済システムにおける経済活
動という観点から「参加型開発」と「良い統
治」の在り方を考える必要がある。 2
換言すれば，経済システムは経済価値のあ
る財の生産を行い，分配を行うシステムと考
えられる。一方，政治は地位とか名誉のよう
な様々な種類の社会的，政治的価値をも創出
し分配するシステムと考えることが出来る。
しかし，とりあえず資源による財の生産と
分配という，限定した経済システムの観点か
ら検討することとしたし、。ただし，それがす
べて市場化されるものでは必ずしもない。非
市場財すなわち市場に出回らない，自分で作っ
て，自分で消費するような財も当然限られた
資源によって，生産が行なわれている。後述
の第三のシステムではそういう部分も重要で
ある。
1. 1. 1 経済システムの3つのタイプ
経済システムは3つのタイプを区別し得る。
市場 (rnarket)を通じての生産，分配とい
うタイプがその第ーである。次に市場を通じ
ないで，国家あるいは政府 (stat巴)がこれ
を行うタイプがある。これは中央の計画によっ
て，それを指令することによって生産を行い，
指令することよって分配を行うという意味で
は，指令型経済システムと呼ぶことか出来よ
う。その極端な例が，かつての東欧，旧ソ連
のような社会主義国の中央計画経済型のシス
テムと言える。また，市場システムが機能し
ている場合にも，公共財とかその他一般の経
済財であっても，国あるいは政府によって生
産，分配，供給される部分もある。次に第三
のタイプは， stateでも rnarketでもない分
野によって供給される財である。これらを示
したのが表1であり 3つのタイプの特徴を
比較することが可能である。「経済システム
の3つの組織原理」については次の点を指摘
できる。まず，市場システムはpricesignals 
を通じて生産と分配が行われる場であり， こ
の場合の基本的原理は，あくまでも企業にとっ
ては利潤極大であり，家計にとっては効用の
極大であり，新古典派的な前提に立てば，そ
こで一般均衡が成り立つ。
一方，指令システムは，法と権威の下で指
令を通じて行われるシステムである。しかし，
ここでは市場のような競争があり得ないわけ
ではなく，ある種の競争を導入することはで
きる。コンテストベースの競争を，政府と市
場の中間的な官民協調という形で導入するこ
との出来る分野もあり得る。
第3のシステムは， r協調」システムとい
う言葉が用いられているが，これは必ずしも
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厳密な意味での協調ではない。例えば，村の
ボス支配的な形での協調(これは指令に近い)
もあり得るわけで，その場合も含めて「協調」
という言葉が使われている。しかし，基本的
には bargaining，cooperation， persuation 
といった形で伝統的な村落あるいは慣習の中
で協調が行われていると言える。一方，先進
国などでは，新たに出現しつつあるシビル・
オーガナイゼーションによって生産される財
と，その分配もあり得る。さらに，伝統的村
落社会以外にも，インフォーマルなセクター
がフォーマルセクターと並んで形成されてい
る途上国社会は多数存在しており， これも
stateでも marketでもない部分であるとい
うことが出来る。以上のような 3つのタイプ
の経済システムを区別することが出来よう。
また，生産される財についても検討する必
要があろう。通常は市場財は市場に出回る財
で，市場で取引され，交換され，分配される
財である。そしてstateは公共財を供給する
といった本来の役割を有するが，例えば，旧
ソ連の中央計画経済のような指令経済では，
通常の市場経済における市場財の生産，供給，
分配を行った。
第3のシステムのもとでは，ローカルな公
共財については，中央政府が行わない場合，
stateの失敗がある場合，その公共財は村落
で自ら生産，供給しなければならない場合が
あろう。協調システムの下でも公共財・市場
財の生産が行われるが，また，その下で重要
な非市場財が供給される可能性もある。
1. 1. 2 経済システムと参加の問題
次に.r参加型開発」という観点から，以
上のような 3つのシステムを念頭に，いかに
「参加」を可能にできるかを検討することと
したい。まず何よりも本来，市場システムに
おいては，市場における参入障壁をなくし，
市場の失敗をなくせば自由に参入できるとい
う形で市場への参加が可能である。しかし同
時に，表の右にあるように. r参加する主体
の能力向上と機会の平等」が確保されないと，
それは実現しなし、。参加する主体である個人
や企業の能力がないと，自由に競争しながら
参加できる経済主体は限定されざるを得ない。
またそういう主体の参加のためには，各種の
要素市場，すなわち.r労働J.r資本J.経営
者能力を有する人材を確保できるという意味
での「経営資源」へのアクセス，あるいは情
報へのアクセスが確保される必要がある。従っ
て，何よりもまず市場経済における参加を促
すためには，上記の条件を整備することが必
要であろう。
次に政治過程においては，当然決定プロセ
スにおける参加の確保が必要であり，国民の
意思が反映する形で， レジティマシーを有す
る政府によって，一定の公共財を供給する必
要がある。それに必要な資金や，生産要素の
確保についでも同じプロセスが必要である。
そのために当然民主主義的政治プロセスが最
も望ましいが，それは単なる形式的民主主義
ではなく，参加が実質的に確保される民主主
義的プロセスがない限り，参加型の指令経済
は困難であるO 実質的参加が行われる民主主
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義のもとでの一定の公共財及びその他の財の
政府による生産と分配を行うためには，政治
的決定フ。ロセスの透明性を確保し，情報公聞
を十分に行い，かっ政治参加ができる国民の
存在が必要であり，そのためには教育が不可
欠である。
3番目のl協調の部分については，参加型の
共同体なり市民組織が定着すること，そして，
またそれに対する支援を行うことが条件であ
り，そのために参加する人達の能力向上が欠
かせないであろう。シビル・オーガナイゼー
ションあるいは村落共同体，インフォーマル
セクターにおけるシビル・オーガナイゼーショ
ンに準ずる組織が重要な役割を果たす。しか
し，それらがきわめて少数のボス支配による
ものであれば，それは「参加」を促すという
いことは出来ない。従って，参加型の市民組
織を定着させ，それを支援することが参加を
促進する条件である。またそれに参加する人
の能力を向上させることも必要で、ある。以上
のように，経済システムの3つのタイプのそ
れぞれについて参加を促す方法を検討するこ
とが必要である。
1. 2 3つのタイプの組合せの国による相違
とその要因
1. 2. 1 stateとmarketの関連タイプ
このような3つのタイプのさまざまな車Eみ
合せがあり得るが，当然それは国によって大
きく異なる。そこで以下， stateとmarket
およびmarketと協調型の経済システムなど
の組合わせや関連をより具体的に検討するこ
ととしたい。例えば， stateとmarketにつ
いては，日本は官民協調型であり，日本型資
本主義などと言われているが，多くの問題が
指摘されている。規制緩和をして marketの
本来の機能，あるいは stateとmarketの役
割分担をより明確にすることの重要性，透明
性の向上あるいは情報の公開の必要性も指摘
されている。他方アングロ・サクソン型の資
本主義が，必ずしも最適のシステムがどうか
についても疑問の余地がないわけではない。
例えば，きわめて短期的な利潤動機で，最も
低価格の財を購入しでも，その質や納期等に
問題が生ずる場合もあろう。このことによっ
てトランスアクション・コストが高まるとい
う問題が生ずることが指摘されている。企業
と個人の聞の場合には， P L法の問題などが
より広範・多様なものとなろう。こうしてき
わめて訴訟社会的なシステムとなる可能性が
ある。これは， rアメリカ型司法積極主義」
とも呼ばれている。日本型ゃいわゆるライン
型 (ドイツやフランス型)，アングロ・サク
ソン型， と呼ばれる各種の stateとmarket
の関連が存在し，冷戦終結後も，この相違が
強く認識されている。一方， stateが支配的
な中央計画経済も，現在でも北朝鮮，キュー
パなどに存在していることは言うまでもない。
1. 2. 2 stateとmarketの関連の要因
次に，上記のような stateとmarketの関
連が異なる要因についても検討が必要がある。
まず， stateの性格，あるいは政府の性格が
国によって異なることは言うまでもない。
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developmental stat巴と呼ばれるような
stateのもとでの，すなわち東アジアの開発
主義型の (村上泰亮教授は「システムとし
ての開発主義」と呼んだ)staω とmarket
の組み合わせは，当然アングロ・サクソン型
のstateとmarketの組み合わせとは異なら
ざるを得ない。あるいは，マーケット自身に
も日本的雇用慣行をはじめ様々な特徴・制度
が見られる。こうして日米では，流通市場，
労働市場，資本市場のいずれもかなり異なっ
ている。さらに，金融制度の安定や信頼性を
どの程度重視するかも異なっている。また，
最近注目されているように marketとstate
の関係は，各国に固有のインスティテューショ
ンに強く影響されている。
1. 2. 3 state， marketと「協調」経済シ
ステムの関連と要因
stateとmarketと協調経済システムの関
連についても検討する必要がある Q 途上国の
場合stateとmarketは必ずしも整備されて
いなし、。 stateとmarketのいずれにも「失
敗」が生じている場合もあり，それに代わる，
あるいはそれを補う経済システムが必要とな
る。村落の共同体によって，必要な財を供給
するような場合や，インフォーマル・セクター
が，それを行なう場合がある。
例えば，ペルーでは経済活動人口の48%が
インフォーマル・セクターに属している。
stateはほとんどこれに関与していなし、。そ
して，全就業者の労働時間総数の61.2%が，
インフォーマルな活動で、あり，それにより生
産された付加価値の国内総生産に占める割合
が38.9%に達すると推定されている。さらに，
きわめてインフォーマルな住宅の建設が行わ
れており，正規に確保された土地でない所に
住居があり，その住居が42.6%に達している。
人口の47%がインフォーマルな状態で住んで
いると推定されている。 3
さらに，インフォーマル・セクターの人々
が，政府と無関係にインフォーマルな mar-
ketを自らイ乍っている。このことによって，
法律に違反している状況，例えば，税金を支
払わないで経済活動が行われる一方，政府に
よる支援も行われていない状況が生じ，拡大
している。アフリカなどにも，そういう状況
が見られる。その大きさがきわめて大きくなっ
た場合には， ["協調」経済システムの機能と
そのもとでの「参加」を考える必要があろう。
言い換えれば，それは stateとmarketのい
ずれも「失敗」の状態のもとでの人々の生き
残るための方法でもあり，彼等はインフォー
マル・セクターにとどまらざるを得=ないので
ある。
また，インフォーマル・セクターをあるF呈
度制度化し，フォーマル化していくために，
政府がどのよな対策を講ずるべきかという問
題も重要である。過渡期には，後述の「ソー
シャル・インベストメント・ファンド」という
ような形での，対応を迫られている。
1. 3 3つのシステムの関連性
まず， stateとmarketの関連性について
は，既に検討を行った。また， ["協調」経済
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システムの部分と. market. あるいは政府
の関連性については， この三者は相互に補完
関係にある部分もあり，また対立している部
分もあると考えられる。両者の関連の一つ
の側面については，従来からアーサー・ルイ、
スが提起し，グスタブ・レーニス等が発展さ
せた二重経済 Cdualeconomy)の理論があ
る。この理論では，共同体の原理で行われて
いる生産と分配が，伝統社会で続けられる一
方，近代的な市場メカニズムによる生産と分
配の拡大が見られる際の両者の関連を論じて
いる。4 この場合，支払われる賃金よりも低
い限界生産力でも就業しているという，通常
の市場経済では行われないことが，村の共同
体では行われることを前提としている。これ
は，共同体的な原理の下では，むしろ当然で
あり，可能である。また，共同体においては，
市場化されない非市場財が多く生産されてい
ると考えられる。
このような，デ、ュアノレ・エコノミーをさら
に広げて考えると，伝統社会と市場経済との
関連性は，きわめて複雑であり， しかも両者
にはある種の補完関係と対立関係があること
がわかる。また，先に述べたようなインフォー
マル・セクターとフォーマル・セクターの関連
についても，補完と対立の多様な関係が存在
するであろう。
3つのシステムの関連性において第二に重
要な点は，この3つのシステムの関連性を，
社会がどう選択するのかということである。
それを決定するのは政治プロセスであり，そ
れまでの社会の慣行，あるいは社会が持つ価
値体系，価値の優先順位を尊重しつつ，選択
が行われると考えられる。例えば財の供給に
つlいては，公共財(中央的な公共財や地方的
公共財のいずれについても)や，市場財の一
部，例えば保健衛生や医療をどの程度市場に
任せるべきかの検討を行わなければならない。
「裸足の医者」といったようなきわめて「協
調J的供給の可能性もあり，あるいは政府に
任せるか，市場に任せるかの選択が可能で、あ
る。公共財，市場財の生産と分配，またさら
により少し広く成長，効率，参加，平等，と
いった目標の追求を3つのシステムに，どう
委ねるかは，短期的及び中長期的観点から考
える必要があろう。
第3に重要な点は，多くの国が様々な組み
合わせで自国のシステムを有しているが，そ
の国家聞のインターフェースの問題である。
貿易，あるいは資本の移動，特に外国直接投
資など多様な経済活動が，今日，相互依存的
に行われ， グローパル化，ボーダーレス化が
進んでいる。その際著しいシステムの相違が
国家間にある場合，経済摩擦が生ずるおそれ
があり，異なるシステム聞のインターフェー
スの問題，調整の問題を検討する必要がある。
途上国が自らの価値体系で作り上げている経
済システムが先進国のそれと相違がある場合，
特に外国からの直接投資にその市場を開放し
なければいけない場合に，この問題が生ずる。
このようにシステム聞の国際的なインターフェー
スが非常に重要な意味を持つようになり，ま
たそれにどのように対応するかが重要な課題
となりつつある。
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2 参加のための機能的アプローチ
2. 1効率，成長，分配，参加
以上のような3つの経済システムの特徴を
念頭に，それらシステムのもとで，どのよう
に実質的な「参加jを実現すべきかを検討す
る必要がある。ここでは紙数の制約の下で簡
潔にこれを行うために， r参加のための機能
的アフ。ローチ」によって検討することとした
い。第1図は，世銀の報告『東アジアの奇跡』
で提案されたものである。 5 第2図は，筆者
が第l図と比較可能なように作成したもので
ある。第1図は，世界銀行の従来の考え方と
比較して，市場での競争原理の他に，コンテ
スト・ベースの競争原理を重視している点が
注目される。このことにより官民協調をはじ
めとする日本型市場経済，あるいはアジア型
発展の一つの特徴を，積極的に取り入れてい
るということが出来る。基本的には， r成長
と分配」の達成を目標にした場合に，どうい
う政策選択肢があるかという観点から第1図
は書かれていると言える。これに対し第2図
は， r参加Jということを目標とした場合，
すなわち「参加」を中心に据えて考えた場合，
別な機能的なアプローチが考えられるという
ことを示している O 第1図が「成長のための
機能的なアプローチ」と呼ばれているので，
第2図は「参加のための機能的アプローチ」
とした。効率的に生産し，分配する経済シス
テムのもとでいかに「参加」を実現するかを
考えるためのアプローチとしてのこの図を作
成した。
その場合に，いうまでもなく経済システム
としての成長と効率を無視することはできな
い。限られた資源を有効に使わなければ，結
局国民がその犠牲となり，生活の向上が，達
成出来なくなる。従って， r成長と効率」と
「参加」の同時達成，ポジティブ・リンクをで
きる限り追求する必要がある。これは環境の
問題の場合の「成長・効率」と「環境」のポ
ジティブ・リンクと同様の考えである。 しか
し， r基礎的政策」というところに示したよ
うに，例えば教育政策，あるいは職業訓練な
どによって能力を向上させる政策，中小企業
の振興政策といった分野では，成長， .効率，
分配，参加に，強いポジティブ・リンクが存
在する。「参加」を重視する立場から考える
と，上記の政策は非常に重要で，市場メカニ
ズムにおける「参加」を可能にする基本的政
策として考えられる。
「参加」をより積極的に可能にする政策と
して， r選択的政策」が考えられる。これは
分配とはポジティブ・リンクの関係にあるが，
成長，効率とは短期的には必ずしもポジティ
ブではない，ニュートラルかネガティブ・リ
ンクとなる可能性のある政策である。しかし，
「参加」という観点から考えると， きわめて
重要である。例えばマイノリティーに対する
affirmative action，すなわち女性，低所得
層等を支援し，その参加を有利にし，その参
加を促すあるいは可能にするような，より積
極的な，選択的政策があり得る。あるいは，
競争の中で， うまく行かなかった人達に対す
るセーフティー・ネットをあらかじめ作って
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おく，社会保障の強化の政策がある。また，
市場メカニズムに任せていては発展に取り残
されかねない，地方の振興を積極的に行うと
いった選択的政策が考えられる。これらは長
期的には「参加」を促すことによって，優れ
た人材，人的資源が蓄積していくことを意味
するので，長期的にはポジティブ・リンクと
考えられる。ただし，短期的には経済の効率
は低下する可能性がある。
マレーシアでマレイ人の優遇政策，ブミプ
トラ政策が行われたが， これは広い意味での
参加を可能にし，かっ社会的・政治的安定を
実現した。社会的安定が成長の実現の一つの
条件であったとすれば，そういう意味でも，
l中・長期的にはポジティブ・リンクであったと
考えられる。さらに，長期的には，それまで
不利な立場にあったマレイ人が，労働市場に
参加することによって，人材の確保・養成が
行われ，マレーシアの発展が促されたと考え
られる。したがって，短期的に効率が下がっ
ても，長期的には大きく寄与する可能性は高
い。ただし，これらを可能にするためには，
それを促す制度や機構の透明性の確保，情報
の公開，そして質の高い官僚や政策効果のモ
ニタリングが必要だと思われる。
「効率・成長，分配・参加」といった，多様
な価値がそれぞれの社会において目標とされ
るが， これらの価値をどの程度，どのシステ
ムで，どのような組み合わせで実現するかは，
その社会が選択すべき分野である。しかし，
ここで明確にしておくべきは， これらの価値
の実現はかなりの程度同時に達成でき，その
方法を工夫できることである。成長・効率と
分配・参加は二者択一ではない。ただし，そ
れを同時に実現しようとするか，あるいは連
続的に，すなわち一つの目標をある程度優先
させ， もう一つの目標を次にするか，という
シークエンスの問題がある。あるいは，長期
か短期か，あるいは世代聞の分配の問題をも
視野に入れた，多様な組み合わせを考える必
要がある。
2. 2 stateとmarketの関係と「参加型開
発」
「参加型開発」を実現するためには，まず
stateとrrtarketそれ自体が可能な限り「参
加型」にする必要がある。第一に， stateに
よる公共財の適切な供給が重要である。これ
は税制も密接に関係している。第二により多
くの経済主体が実質的に参加できるような市
場の条件が整備されなければならない。法律
等で参入を可能にする条件を確保するだけで
なく，経済主体の能力の向上，教育や訓練が
不可欠であり，企業については，中小企業政
策が重要である。
それでもなお不十分な場合には， stateに
よる選択的政策を通じての「参加型Jの実質
的確保や， stateとmarketの失敗を少なく
とも当面補う「協調」経済システムへの支援，
および制度化を行っていくことが必要だと考
えられる。
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3. r参加」のための諸政策一「参加」の
ための機能的アプローチを中心に
「参加」のための諸政策には，具体的には
様々な課題がある。これまで述べたことを前
提に，それらの中で重要なものについて，検
討することとしたし、。
3. 1 構造調整と「参加」
現在多くの途上国にとっての，最大の課題
の一つは構造調整である。途上国の多くが債
務を抱えており，構造調整 Cstructuraladj 
ustment)，あるいは部門調整 Csectorad-
justment)が必要となっている。従って，
実際には構造調整を行いつつ「参加型開発」
をどう実現していくべきかを考えなければな
らない。対外的自由化や，圏内の規制緩和を
迫られているが，多くの途上国ではこれを実
施するだけでは， r参加型開発」は後退する
可能性がある。ただし，今までの規制が，き
わめて少数の高所得層，あるいは特定のエス
ニック・グループのみを有利にしていた場合
があるひ例えばペルーでは，保護政策や規制
は少数の有力企業クゃループが， レントを実現
するための拠り所になっていたと言える。構
造調整政策がそれらを排除するならば，それ
は参加のための条件の一つを実現すると考え
られる。そのような構造調整の持つ「参加」
にとっての積極的意義を認識する必要がある。
また規制緩和等により参入障壁を排除するこ
とによって，新たな参加を可能にすることも
重要なことである。要するに，少数の既得権
益を持つ者のレントを排除するという意味で
は，構造調整は「参加」にとって非常にプラ
スの面を持っている。しかし，それだけでは，
また別な少数の人々が参加する市場の中での
寡占状態が作られる可能性もある。結局
stateの失敗から marketの失敗に移行する
に過ぎないということになる可能性がある。
したがって，市場経済移行の中で，参加を
促す政策，先に述べた教育や中小企業政策，
その他の多くの，人々の能力を向上させ「参
加」を可能にする政策を同時に行うというこ
とが，構造調整の下ではきわめて重要である。
これは「参加」を重視する立場から見た場合
の構造調整の在り方であると言える。
3. 2 民営化と「参加」
「参加」という観点から見るとき，民営化
も重要な課題である。公営企業，国営企業に
は赤字の企業が多い。したがって，赤字を解
消するということが民営化によって可能であ
れば，民営化による財政収入の増加，そして
それによる社会支出の増加が可能となる。
これは，メキシコのサリナス大統領が構造
調整を推進した際に強調した点である。赤字
の国営企業をなくすことで，本来の stateが
行うべき公共財の提供，あるいは社会福祉の
改善，参加を実現することが可能となる。メ
キシコの場合， ソリダリダ・プログラム CP
RONASOL)とうい形で，貧困層への支
援体制を作り，民営化で確保した資金(財政
収入)の一部資金を社会支出に充当していっ
た。これは，通常の「ソーシャル・インベス
トメント・ファンドJC社会投資基金，後述)
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の一種であるという見方もあるが，メキシコ
の場合，政府の主導のもとでそれを行ったと
いう意味で (NGO等に委わず政府機構を通
じて行ったという意味で)異なっている。
以上のように，このような意味では，民営
化は「参加」へのプラスの意味を持っている。
しかし，民営化の実施が適切に行われず，先
に述べた構造調整の一般論と同様に，特定の
グループが民営化された企業の所有者になり，
あるいはそこで寡占，独占が生まれる可能性
もある。したがって，固有財産の所有権の移
転をできるだけ多くの国民に分配し，あるい
は経営の委託による効率化を図るなどの方法
で，民営化の各種の組み合わせを通じて「参
加Jを可能にするよう努力する必要があろう。
また，公共財の範囲をよく検討しなければ
ならない。例えば医療まで民営化すべきかど
うかが問われている。民営化することによっ
て，新しい医療システムが貧困層にアクセス
できないということになってはならない。公
共財の範囲の選択は「参加」と深く関連して
いる。
3. 3 I参加」と教育政策
本項と次項では， I参加」と成長とを同時
に達成するような分野の例として2つの分野
について検討したい。教育については，最近
ラテンアメリカとアジアの比較により，非常
に興味深いことが明らかになった。東アジア
諸国は，初等・中等教育に非常に力を入れて
おり，そのアジアの教育の質は高い。国際的
な比較をすると，ラテンアメリカは就学率は
必ずしも低くはないが，同様の就学率であっ
ても， ラテンアメ 1)カでは教育の質に問題が
あることが指摘されている。また，ラテンア
メリカではドロップアウトの多いことが，よ
く知られている。教育の質の相違については，
各種の世界共通テストが行われており，興味
深い結果が出ている。例えば 9歳児の読む
能力で， ラテンアメリカの主要国が27ヶ国
中，最下位にとどまっているという結果が出
ている。また， 13歳児の理科と算数の達成
度では，ブラジル(サンパウロおよびフォル
タレザ)の生徒は，韓国，台湾，イスラエル，
ヨルダン，中国と比較しでかなり劣っている。
ラテンアメリカでは，高等教育に予算を使
い初等・中等教育を軽視しているということ
が批判されており，高等教育によって，むし
ろ「参加」を不利にした可能性もあることが
指摘されている。初等・中等教育の拡充を内
容とする教育政策ならば「参加」を促したで
あろう。実際東アジアの場合については，世
銀の「東アジアの奇跡」がそのことを強調し
ている。要するに， I参加」という観点から
は教育政策が重要であることは言うまでもな
いが，その内容についても検討する必要があ
ると思われる。
3. 4 I参加」と中小企業政策
同様に「参加」という観点から中小企業政
策を検討することとしたい。従来国際機関の
一部では，中小企業政策を軽視する傾向があっ
たことは否定出来ない。例えば， ~東アジア
の奇跡』の中で，中小企業の役割に関する検
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討は非常に短い。また，雇用を拡大する効果
を重視し，発展の成果をシェアさせる形で不
満を防ぐための一つの政策として取り上げら
れ，農地改革，労働者への住宅供給政策と並
んで論じられている。
むしろ，成長に非常に積極的にプラスであっ
て，かっ「参加」を可能にする政策として捉
える必要があろう。上記の世銀の研究は「中
小企業における労働集約的製造業の急速な成
長は，多数の労働者を吸収し，失業を減少さ
せ，農村労働力を誘引したl と述べている
が，中小企業には，少なくとも大きな 3つの
役割がある。第一に雇用を創出する。第二に
大企業のサポーティング・インダストリーと
してきわめて重要な外部経済を作り出す。第
三に，特に地場産業を通じて，地方の振興に
つながる。さらに日本における本田とかso
NY等のケースのように，中小企業の中から
非常に積極的な革新的企業が出てくる可能性
もある。従って，中小企業の役割は， f成長」
と「参加」の同時達成という意味でも，非常
に重要だと考えられる。
国際機関の中でも，米州開発銀行(IDB) 
などは，中小企業重視の立場を，最近強く打
ち出している。グワダラハラで行われた ID
B総会の機会に，中小企業振興に関するセミ
ナーが IDBの主催で開催された。そのセミ
ナーに IDBから提出された文書は，次のよ
うに述べている。「アジアと比較して， ラテ
ンアメリカは非常に中小企業を軽視したため
に，中小企業の占める割合が小さい。東アジ
ア新興国においては，中小企業が生産構造に
占める割合は，就業者数で50%を超え，付加
価値でも25~40%に達する。ラテンアメリカ
はこれらと比較してはるかに低く，雇用では
全体の 3分の lから 5分の 1，付加価値では
7分の lから 3分の lである。これらは，チ
リ，ペルァ，メキシコ，アルゼ、ンチン等の諸
国の研究に基づいている。J7 日本の製造業
では中小企業の付加価値は52%に達している。
台湾では輸出総額の60%が中小企業のもので
あり，台湾は中小企業の占める割合が大きい
ことで知られている。また，韓国は，中小企
業を軽視したことを反省し，中小企業振興策
を実施した結果， 76年から88年の聞に，製造
業の雇用に占める割合が37.6%から51.2%に
増加した。付加価値に占める割合は23.7%か
ら34.9%に上昇したことも知られている。
これらの事実は，ラテンアメリカではいか
に中小企業政策が不十分であったかを物語っ
ている。その基本的原因は，中小企業が生産
要素市場にアクセスできないということにあ
る。資金が不足し，優れた労働者も雇用でき
ず，情報にもアクセスできない，といった点
で不利になっており，これは，中小企業政策
の欠陥，あるいは不在を意味しているといえ
る。
一方で非常に重要なことは，中小企業の占
める割合が相対的に小さい状況のなかで，多
くの途上国ではペルー程ではないにしても，
大きなインフォーマル・セクターが存在する
ことである。ラテンアメリカではインフォー.
マル・セクターが中小企業に加わっていくこ
とが十分にできず，総合的な「参加型」発展
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ができないような状況にあったと言える。こ
のように見るとき， r参加」と「成長」の同
時達成のために，中小企業政策が非常に重要
だということが理解されよう。
3. 5 r協調」経済システム支援・制度化の
一例としての「社会投資基金J(F 1 S) 
最後に， r協調経済システムの支援・制度化
の一例としての社会投資基金 (F1 S) Jに
ついて述べる。 F1 Sは，ラテンアメリカで
最近盛んに推進されている制度である。先に
stateでも marketでもない例として，村落
共同体とか，インフォーマル・セクターとか
を挙げた。 F1 Sも，その担い手は政府の外
で制度化された新しいシステムであって，そ
こにはシビル・オーガナイゼイション(例え
ば宗教団体やNGO)が多数入っている。ラ
テンアメリカの都市や農村の貧困地帯では，
market は，新たな雇用をほとんど創出して
いないという意味で「失敗」であり，政府も
機能していない。そのような場所で， F 1 S 
による支援が行われている。
今後はF1 Sによる支援をより生産的な
「参加型開発jへと統合していく必要がある
と考えられる。
メキシコ，チリでは，このことの必要性に
ついて認識が強まりつつある。メキシコのP
RONASOLのもとで、の，生産的な参加型
開発のプログラムの部分の拡充が進められて
いる。チリは生産的な参加を促すFOSIS
を推進しようとしている。このようにしてF
1 Sタイプのプログラムもより「成長」と
「参加」を同時に達成させる方向へとその役
割が変化していく可能性がある。
ただし，以上のような協調型シ・ステムにつ
いて指摘しなければならないのは，それが政
府，あるいは市場の外にあり，市場のような
競争がないことである。また，政府における
ような法的な整備が不十分である。そこで，
それらを制度化する形でモニタリングと透明
性の確保が可能であるという考え方も出てき
ている。例えば，エル・サルヴァドルの F1 
Sは非常に透明性，モニタリングを重視して
おり，モニタリンクーについては，法律事務所
に監査を委ねている。
さらに， F 1 Sにおける競争原理導入も可
能である。コンテスト・ベースの競争，すな
わちプロジェクトを公開で公募して， F 1 S 
の資金をよりその目標にあった，すなわち
「成長」と「参加」の同時達成を可能にする
プロジェクトに動員していくという形で，市
場と政府にはできないことを， F 1 Sが行う
ことも可能となると考えられるのである。
4. 結語にかえて
以上， 3つのタイフ。の経済システムと「参
加型開発」の関連について検討し，かっその
ための具体的政策について論じたが，本稿は，
これらの問題に関する一試論にとどまるもの
であり，今後さらに実証的・理論的研究を積
み重ねていく必要があることは言うまでもな
い。また「参加型開発」と密接な関連を有す
る「良い統治」についてもあわせて研究する
必要があろう。
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第 l表
経済システムの 3つのタイフ。と「良い統治」および「参加型開発」の関連
政府との関係 経済システムの 生産する財 「参加」を可能 「参加」する主体
3つの組織原理 にする条件 と機会の平等
市場に関する法 市場 市場財 参入障壁をなく 参加する経済主体
秩序，安定した (price signals: (公共財の一部 し寡占，独占に (個人，企業)の能
通貨， さらに経 利潤極大 も含む) よる市場の失敗 力向上，各要素市場
済政策等 効用極大) を減らす へのアクセス確保
(教育，中小企業政
策)
政治過程を通じ 指令 公共財 決定プロセスに 決定プロセスの透
ての決定 (法と権威によ 市場財 おける参加の確 明性
(中央での計画の る指令・実行) 保。参加が実質 情報公開， 教育
場合も含む) 的に行われる民
主主義
伝統・慣習また 協調(等) 公共財 参加型共同体・ 参加者の能力向上
はインフォーマ (barg aining ， 市場財 市民組織の定着，
ルな秩序の承認， cooperatlOn， (非市場財も含 支援
civil persuation む)
organmza tlOn 
の尊重
3つの組合わせの国による相違
(1) 相互の分担する範囲(全体としてのシステム，制度の相違も)
(2) 相互の関連Cinterface，articulation， integration) 
(3) それぞれおよび組合わせのための institu taionおよび organization(制度・組織)
(注) 本文の説明を基に整理，作成。詳細は本文参照
14 
第 l図
政策選択肢
基礎的政策
・安定したマクロ経済
.高い人的資源
・効率的， 安定的，
金融システム
・価格の歪みの限定
.外国からの技術の受
入
・農業開発政策
選択的介入
・輸出促進
.金融抑制
・政策金融
.選択的産業育成
制度， 機構
・テクノクラート
の外圧からの隔離
・質の高い官僚制度
.モニタリング
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成長のための機能的アプローチ
競争原理
コンテスト・
ベース
-輸出信用
・投資協調
.情報交換
成長機能
累積
・人的資本の増加
.高い貯蓄
・高い投資
資源配分
・労働市場におけ
lる人的資本の効
率的活用
-投資の高い収益
性
結果
急速で持続的な成長
.輸出の急増
・急速な人口動態の
変化
・急速な農業の変化
.急速な工業化
所得の平準化
生産性の変化・生| 斥~I ・貧困緩和
産性をベースとし
たキャッチ・アッ
フ
・急速なテクノロ
ジの変化
-社会指標の改善
(注) 世界銀行『東アジアの奇跡:経済成長と公共政策J1993， p.38による
参加型開発の経済的側面-3つのタイフ。の経済シ、ステムと「参加型開発」
第2図
「参加」のための機能的アプローチ
「成長のための機能的アプローチ」とアナロジカルに検討した
「参加(型開発)のためのアプローチ」
政策選択肢 競争と参加 成長機能
基礎的政策
(成長・効率とpositive
「一〉 同
link;分配ともpositive 累積
link) 
~ Cmarket-based) -人的資源の増加
-教育政策(初等・中等
より多くの経済
ト一一一一 (特に技能労働 K→ 
教育等)
主体の市場への 者の)
-職業訓練政策等
参加拡大，従って -経営者層の形成
(成人教育，再雇用，
競争も拡大する
生涯教育等)
-中小企業振興政策
選択的政策 ト一一←ー
(分配とはpositive
資源配分 壬さ惨
link;成長・効率とは Ccontest-bas巴d → -労働市場へのよ
neutralまfこは cum market-
り多くの人的
negative link但し短 based) 
資源の参加と 片→
期的観点から見た場合) 一定の条件下で
効率的活用
-各種マイノリティー の参加と競争を
(エスニック・グルー 同時に促す
フ。等)女性，低所得
層への affirmative
action 
-低所得層・貧困層へ
のsafetynet 生産性変化
-地方振興政策 -人的資源の量と
」争 質の向上，優れ モ争
た企業家による
制度， 機構 技術と革新，
-透明性の高い制度・ catch-upによ
機構・政策 / 
る生産性の上昇
-情報の公開
-質の高い官僚
-政策効果のモニタリ
ング
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Abstract 
参加型開発の経済的側面 3つのタイプの経済システムと「参加型開発」
Participatory Development and Three 
Types of Economic Systems 
Akio HOSONO * 
17 
The roles of state and market as well as their interaction have been discussed 
for many years， but the relevance of these issues for the process of development 
has been emphasized only recently. This paper analyses several issues of 
participatory development and good governance having in mind the roles of state 
and market in the process of development. The author distinguishes three types 
of economic systems from the view point of participatory development. The 
author analyzes conditions which facilitate the participatory development in each 
of these systems. On the basis of this analysis， the author proposes a “functional 
approach for participatory development" in order to discuss different combina 
tions of policies to attain several goals of development such as growth， participa】
tion， equity and environment preservation. This approach could be useful to 
discuss different development strategies aimed at participatory development and 
good governance with alternative combinations of policies which has positive， 
neutral and negative links with enhancement of “participation". In the final 
section， on the basis of the above-mentioned analysis， the author discusses the 
impact on “participation" of five relevant policies related to participatory 
development:structural adjustment popey，privatization policy，education policy， 
small and medium enterprises promotion policy and social policy through “social 
investment funds" . 
* Adjunct Lecturer， Graduate School of International Coop巴rationStudies， Kobe University 
Professor， University of Tsukuba. 
